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【例 ２】 複数年にわたる契約の取扱い

１．競争契約への移行について

◎ 平成２２年までに競馬の公正確保等に支障のないものについては、１００％競争契約を実施。

・ 平成１９年までの３年間において、競馬場周辺の交通整理業務、清掃業務などを競争契約に移行。
・ これら移行した業務について実態上の検証(例１)を行うとともに、複数年にわたる契約について
は、当該契約期間終了後、競馬会としての効率性等を検証(例２)。
その上で、計画的・段階的に平成２２年までの措置を講ずる。（この間においても、情報開示で
透明性を確保）

◎ 平成２２年までに競馬の公正確保等に支障のないものについては、１００％競争契約を実施。

・ 平成１９年までの３年間において、競馬場周辺の交通整理業務、清掃業務などを競争契約に移行。
・ これら移行した業務について実態上の検証(例１)を行うとともに、複数年にわたる契約について
は、当該契約期間終了後、競馬会としての効率性等を検証(例２)。
その上で、計画的・段階的に平成２２年までの措置を講ずる。（この間においても、情報開示で
透明性を確保）

競馬開催等に係る
コンピューター・映像機器

等のリース契約
（概ね５～６年の契約期間）

【例 １】 清掃・警備等の実態上の検証

競馬場等の公正確保に
支障のない清掃・警備業務

（注）競馬場等には、多種多様な競馬ファンが10万人規模（年間：約9,190万人）来場。

・ギャンブルの特性からファン・
地元住民の信頼確保が重要
・事後的処理では信頼回復は困難

【業者の審査等の必要】

・
・
・

平成１９年までに
競馬場周辺の交通整理・周辺清掃等

を競争契約へ移行

当該契約の終了
平成１９年以降においても契約が継続するものが

あり、最長で平成２２年に契約終了

ＪＲＡの財務状況やコンピューター等の
技術革新を踏まえ、競争契約への移行を検討
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平成１９年までの移行状況を検証

○競馬知識・ノウハウが蓄積されたか。
○土・日の人員の継続的・安定的確保ができたか。

○ファンや地元住民への十分な配慮が行われたか。
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対象エリアの拡大



２．畜 産 振 興 事 業 と 国 の 補 助 事 業 と の 関 係

国

［主な事業内容]

・草 地 基 盤 の 整 備
・共 同 施 設 の 整 備
・価 格 安 定 対 策

日本中央競馬会の事業

地方競馬全国協会の事業

○全国を対象とした、又は全国に効果
が及ぶ事業

（平成16年度交付額 3,685百万円）

方向性

の確認

[主な事業内容]

・畜産に関する民間技術の高度化・実用化
・畜産の民間取組活性化のための調査研究
・畜産に関する民間情報の提供

○地域対策を中心とした事業
(平成16年度交付額 1,892百万円）

［主な事業内容］

・地域の畜産農家に対する経営コンサルタン
トの推進

・地域畜産活性化のための共進会の開催、公
共牧場の活性化の推進

補 完
円滑化

○施策の基本方針の策定

・食料・農業・農村基本計画

・酪農・肉用牛近代化方針 等

○基本方針に基づく事業の実施

○主な補助対象：都道府県

○主な対象：全国的な活動をする民間法人

○主な対象：地域的な活動をする民間法人

補 完
円滑化
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３．畜産振興事業の採択までのプロセスと国の関与(日本中央競馬会)

(8～9月) 補助事業の募集 緊急性の高い事業については、
時期を限らず受け付け

(10月～翌2月)
応募事業の申請
内容の審査

事業内容、予算、達成目標等
について審査

(3月)
第３者委員会
による審議

(3月下旬) 補助事業の選定 農林水産大臣による
事業の認可

国（農林水産省）の関与

必要に応じて、政策担当原課が国の
基本計画との整合等についてアドバ
イス

国の基本計画等との整合及び省令に
規定された事業内容であることにつ
いて確認

選定された事業については
ＨＰで情報公開

【プロセス】

民間団体
事業化・申請
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４．畜産振興事業の採択までのプロセスと国の関与(地方競馬全国協会)

(11月～12月) 補助事業の募集
(都道府県畜産行政を経由)

緊急性の高い事業については、
時期を限らず受け付け

(翌1月～2月)
応募事業の申請
内容の審査

事業内容、予算、達成目標等に
ついて審査

(4月～１２月)
補助事業の選定 農林水産大臣による

事業の承認

(6月～10月) 補助事業実施
基準の策定

国（農林水産省）の関与

第３者委員会による審議
(新たに導入を検討)

認定された事業については
ＨＰで情報公開

都道府県を経由することにより
都道府県の基本計画との整合性
を確認

実施基準に事業内容が合致
することを確認第３者委員会による審議

(新たに導入を検討)

都道府県畜産行政からの
意見を反映

【プロセス】

民間団体
事業化・申請
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外部専門家等
による評価

５．日本中央競馬会の畜産振興事業の事後評価について

・平成17年度交付事業から実施
・あらかじめすべての事業に目標を設定し、外部専門家及び第３者委員会で評価、結果を公表

［事後評価の流れ］

事業実施団体
による達成
目標の設定
(事業実施前)

外部専門家
等による
目標の検証

事業の

実 施

第３者委員会
に よ る
評価の検証

評価・監査の結果
①不適正な会計処理
又は実施基準等に
違反
→補助金の返還等
の措置

②評価結果
→次期の事業につ
いての運用改善、
事業選定に反映

併せて監査を実施

評価結果のHP等での公表

○地方競馬全国協会の畜産振興事業についても同様の事業評価制度の導入を検討

･事業終了時点
･事業終了数年後

〈評価項目及び評価基準〉

〈成果目標の例〉

・事業終了時点及び事
業終了数年後の定量
的成果目標の設定 評　価　基　準

必要性・緊急性 各評価項目について
国の施策との関連 Ａ：高い　Ｂ：やや高い

Ｃ：やや低い　Ｄ：低い
の４段階で評価を行う
各評価項目について
Ａ：高い　Ｂ：やや高い
Ｃ：やや低い　Ｄ：低い
の４段階で評価を行う

事業の達成度 各評価項目について
Ａ：高い　Ｂ：やや高い

事業成果の普及性・波及性 Ｃ：やや低い　Ｄ：低い
の４段階で評価を行う
１：予想以上の成果を上げた
２：当初の目的をほぼ達成した
３：目的の達成は不十分であった
の３段階で評価を行う

　総　合　評　価

新規性・先導性（※研究開発
のみ）
投入した資源の妥当性

事業計画・実施体制の妥当性

必
要
性

効
率
性

（上記視点別評価を踏まえた総
合的評価）

有
効
性

評　価　項　目

畜産ふれあい体験交流推進事業の主な目標

［事業終了時点］

成果目標 牧場ふれあい体験者：772千人→1,000千人
研修会等の参加者の満足度：６０％

直接目標 研修会等の開催：1年当たり　65回開催
　　　　　　　　　　　　　 参加人数2,210人

［終了３年後］

牧場ふれあい体験者数　1,150千人の実現
受入れ牧場の数　　　　189牧場　→　280牧場
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